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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　挿入部の先端から順に、先端硬性部、湾曲管及び可撓管を有し、該湾曲管と可撓管との
連結部につなぎ管部材を備え、上記可撓管からつなぎ管部材の内部に、直径方向の対向位
置に位置させて、内部に湾曲ワイヤを摺動自在に挿通した対をなすステーコイルを挿通し
た内視鏡において、
　上記つなぎ管部材の内周面の直径方向の対向位置に、直径方向断面において上記可撓管
側から上記湾曲管側に向かって最も内径を拡大し、該最大拡径部の両側において徐々に拡
径率を縮小する部分拡径面を設け、
　上記ステーコイルとつなぎ管部材とを、上記部分拡径面の可撓管側の一部分において接
着し、湾曲管側の他部分においては、該ステーコイルとつなぎ管部材の部分拡径面を相対
移動自由とし、
　上記部分拡径面の両端部と上記つなぎ管部材の中心とを結ぶ角度を、２０°から７０°
の範囲としたことを特徴とする内視鏡。
【請求項２】
　請求項１記載の内視鏡において、
　湾曲ワイヤを挿通した対をなす上記ステーコイルは、つなぎ管部材の上記対をなす部分
拡径面に従い、可撓管側から湾曲管側に向けて互いの距離を広げている内視鏡。
【請求項３】
　請求項１または２記載の内視鏡において、
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　上記ステーコイルとつなぎ管部材は、スポット溶着により接着されている内視鏡。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内視鏡に関する。
【背景技術】
【０００２】
　周知のように、内視鏡の挿入部は、先端側から順に、先端硬性部、湾曲管及び可撓管を
有している。
　図５に示すように、湾曲管１と可撓管２は、つなぎ管部材３により連結されており、可
撓管２からつなぎ管部材３の内部には、直径方向の対向位置に位置させて、内部に湾曲ワ
イヤ４を摺動自在に挿通した対をなすステーコイル５が挿通されている。
　従来、つなぎ管部材３は、回転対称の円筒部材からなり、その湾曲管１側の筒状内周面
３Ａの直径方向の対向位置にステーコイル５が接着されていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０００－１６６８５８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、図６に示すように、内視鏡の湾曲時には、つなぎ管部材３の筒状内周面
３Ａの近傍（ステーコイル５への湾曲ワイヤ４の挿通口近傍）において、一方の湾曲ワイ
ヤ４Ａに大きな力と角度で引張応力が掛かり、他方の湾曲ワイヤ４Ｂに大きな力と角度で
曲げ応力が掛かるため、湾曲ワイヤ４が断線するおそれがある。
　また、湾曲ワイヤ４は、その先端部が湾曲管１の先端に接続され、その後端部が把持操
作部に設けた湾曲操作レバー（図示せず）に接続されているため、その中間部であるつな
ぎ管部材３の筒状内周面３Ａの近傍において、湾曲ワイヤ４に引張応力と曲げ応力が掛か
り易くなる。
　さらに、湾曲ワイヤ４は、可撓管２側から湾曲管１側に向けて互いの距離が広がってい
るため、湾曲時には湾曲ワイヤ４に引張応力と曲げ応力が掛かり易くなる。
【０００５】
　本発明は、上記の問題意識に基づいてなされたものであり、湾曲時における湾曲ワイヤ
への引張応力と曲げ応力による負荷を低減し、湾曲ワイヤの断線を防止することができる
内視鏡を得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の内視鏡は、挿入部の先端から順に、先端硬性部、湾曲管及び可撓管を有し、該
湾曲管と可撓管との連結部につなぎ管部材を備え、上記可撓管からつなぎ管部材の内部に
、直径方向の対向位置に位置させて、内部に湾曲ワイヤを摺動自在に挿通した対をなすス
テーコイルを挿通した内視鏡において、上記つなぎ管部材の内周面の直径方向の対向位置
に、直径方向断面において上記可撓管側から上記湾曲管側に向かって最も内径を拡大し、
該最大拡径部の両側において徐々に拡径率を縮小する部分拡径面を設け、上記ステーコイ
ルとつなぎ管部材とを、上記部分拡径面の可撓管側の一部分において接着し、湾曲管側の
他部分においては、該ステーコイルとつなぎ管部材の部分拡径面を相対移動自由とし、上
記部分拡径面の両端部と上記つなぎ管部材の中心とを結ぶ角度を、２０°から７０°の範
囲としたことを特徴としている。 
【０００７】
　湾曲ワイヤを挿通した対をなす上記ステーコイルは、つなぎ管部材の上記対をなす部分
拡径面に従い、可撓管側から湾曲管側に向けて互いの距離を広げていることが好ましい。
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【０００８】
　上記ステーコイルとつなぎ管部材は、例えば、スポット溶着により接着することができ
る。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、湾曲時における湾曲ワイヤへの引張応力と曲げ応力による負荷を低減
し、湾曲ワイヤの断線を防止することができる内視鏡を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明による電子内視鏡の全体構成を示す図である。
【図２】本発明による電子内視鏡の湾曲管と可撓管とつなぎ管部材の構造を示す断面図で
ある。
【図３】図２のIII－III線に沿う断面図である。
【図４】本発明による電子内視鏡の湾曲状態を示す図２に対応する断面図である。
【図５】従来の内視鏡の湾曲管と可撓管とつなぎ管部材の構造を示す断面図である。
【図６】従来の内視鏡の湾曲状態を示す図５に対応する断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　図１を用いて、本発明の対象とする電子内視鏡１０の全体構成について説明する。電子
内視鏡１０は、体腔内に挿入される挿入部１１と、この挿入部１１の基部側に接続された
把持操作部１２とを有している。挿入部１１は、先端側から順に、先端硬性部２０と、湾
曲管３０と、可撓管４０とを有しており、可撓管４０が連結部１３を介して把持操作部１
２に接続している。把持操作部１２からはユニバーサルチューブ１４が延出されており、
このユニバーサルチューブ１４の先端にはコネクタ部１５が設けられている。コネクタ部
１５は、その端子部１５ａにより電子内視鏡１０とは別体のビデオプロセッサ（図示せず
）に着脱可能となっている。
【００１３】
　先端硬性部２０には、図示しない対物レンズ、撮像素子（ＣＣＤ）、配光レンズ、及び
処置具チャンネル出口部等が配置されている。対物レンズによる体腔内の像は撮像素子に
よって画像信号に変換され、挿入部１１から把持操作部１２及びユニバーサルチューブ１
４を通ってコネクタ部１５にまで延設された信号伝送ケーブル（図示せず）により、電子
内視鏡１０とは別体のビデオプロセッサ（図示せず）に送られる。配光レンズには、挿入
部１１から把持操作部１２及びユニバーサルチューブ１４を通ってコネクタ部１５にまで
延設されたライトガイドファイバ（図示せず）を介して照明光が与えられる。処置具チャ
ンネル出口部は、把持操作部１２に設けられた処置具チャンネル入口部（図示せず）に通
じている。先端硬性部２０の構成は本発明と直接関係がないので、これ以上の説明は省略
する。
【００１４】
　図２ないし４を用いて、本発明による電子内視鏡１０の湾曲管３０と可撓管４０の構造
について説明する。
【００１５】
　湾曲管３０は、先端側から順に整列状態で配置された多数の隣接する筒状湾曲セグメン
ト３１どうしを、直径方向の対向する対をなす一対の湾曲軸ＸにおいてリベットＲで順次
枢着してなり、湾曲軸Ｘを中心に回動自在となっている。より具体的には、各筒状湾曲セ
グメント３１は、その先端側（先端硬性部２０側）に湾曲軸Ｘに対応して直径方向に対向
する一対の枢着舌片３１Ａが、その後端側（可撓管４０側）に湾曲軸Ｘに対応して直径方
向に対向する一対の枢着舌片３１Ｂが、同セグメント３１の軸線と平行な方向に突出して
形成されており、一対の枢着舌片３１Ａの内側に一対の枢着舌片３１Ｂの外側が位置した
状態で重ねられ、リベットＲ（湾曲軸Ｘ）で枢着されている。湾曲管３０（筒状湾曲セグ
メント３１）の外側には、金属網チューブ３２が被せられ、さらに被覆ゴム管３３で覆わ
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れている。
【００１６】
　可撓管４０は、内径側から順に、網状管４１及び被覆ゴム管４２を有しており、その湾
曲管３０側の端部に口金４３が固定されている。網状管４１、被覆ゴム管４２及び口金４
３は、口金４３の後端側の内周面を網状管４１の外周面に当接させ、その後端側の外周面
を被覆ゴム管４２の内周面に当接させた状態で、口金４３の半田付け穴４３Ａから半田を
流入させることにより互いに固定されている。口金４３は、その先端側に、軸線方向から
見て断面真円の断面円形部４３Ｂを有している。
【００１７】
　つなぎ管部材５０は、湾曲管３０と可撓管４０を連結している。より具体的には、つな
ぎ管部材５０は、その先端側の外周面５１を湾曲管３０の最も後端側の筒状湾曲セグメン
ト３１の内周面に嵌合させた状態で、同セグメント３１の半田付け穴３１Ｃから半田を流
入させ、さらに糸巻部３４で締め付けることにより、湾曲管３０に連結されている。また
、つなぎ管部材５０は、その後端側の内周面５２を口金４３の断面円形部４３Ｂの外周面
に嵌合させた状態で、つなぎ管部材５０の半田付け穴５３から半田を流入させ、さらに糸
巻部４４で締め付けることにより、可撓管４０に連結されている。湾曲管３０及び可撓管
４０のつなぎ管部材５０への挿入深さは、つなぎ管部材５０の内方フランジ部５４によっ
て規制される。
【００１８】
　湾曲管３０、可撓管４０及びつなぎ管部材５０の内部には、湾曲軸Ｘと直交する直径方
向の対向する２箇所に、湾曲ワイヤ６０（６０Ａ、６０Ｂ）を摺動自在に挿通した一対の
ステーコイル７０（７０Ａ、７０Ｂ）が挿通されている。一対の湾曲ワイヤ６０の先端部
は、湾曲管３０の最も先端側の筒状湾曲セグメント３１に連結され、同ワイヤ６０の後端
部は、把持操作部１２に設けた湾曲操作レバー１６に接続されている。
【００１９】
　図２に示すように、一対の湾曲ワイヤ６０は、湾曲管３０内のワイヤ止め３５の先端側
においては、ワイヤ止め３５によって互いの距離Ｄが一定となるように調整されている。
また、一対の湾曲ワイヤ６０は、湾曲管３０内のワイヤ止め３５の基部側からつなぎ管部
材５０内の内方フランジ部５４に至るまでは、徐々に互いの距離が近づくように調整され
ている。そして、一対の湾曲ワイヤ６０は、つなぎ管部材５０の内方フランジ部５４の基
部側から可撓管４０の内部においては、互いの距離ｄ（＜Ｄ）が一定となるように調整さ
れている。
【００２０】
　一対のステーコイル７０（７０Ａ、７０Ｂ）は、つなぎ管部材５０から可撓管４０の内
部における湾曲ワイヤ６０の経路を規制し、また、処置具チャンネルチューブ、信号伝送
ケーブル及びライトガイドファイバ等の内蔵物と干渉して湾曲ワイヤ６０が破損するのを
防止する。
【００２１】
　図２ないし４に示すように、つなぎ管部材５０は、その先端側の内周面５５に、一対の
湾曲ワイヤ６０（一対のステーコイル７０）に対応する直径方向の対向位置に位置させて
、一対の部分拡径面８０、９０を有している。この一対の部分拡径面８０、９０は、湾曲
軸Ｘと直交する直径方向断面において、可撓管４０側から湾曲管３０側に向かって最も内
径を拡大した最大拡径部８１、９１と、この最大拡径部８１、９１の両側において徐々に
拡径率を縮小する隣接拡径部８２、９２とを有する（図３）。一対の湾曲ワイヤ６０（一
対のステーコイル７０）は、部分拡径面８０、９０に従って、可撓管４０側から湾曲管３
０側に向けて互いの距離を広げている。
【００２２】
　ステーコイル７０（７０Ａ、７０Ｂ）とつなぎ管部材５０は、部分拡径面８０、９０の
可撓管４０側の一部分（内方フランジ部５４の先端側近傍）において、つなぎ管部材５０
をスポット溶着したスポット溶着部５６によって接着されている。従って、部分拡径面８
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０、９０の湾曲管３０側の他部分（スポット溶着部５６以外の部分）において、ステーコ
イル７０（７０Ａ、７０Ｂ）は、つなぎ管部材５０の部分拡径面８０、９０と相対移動自
由となっている。
【００２３】
　図３に示すように、挿入部１１の軸線方向から見た場合の部分拡径面８０、９０の両端
部（隣接拡径部８２、９２の両端部）とつなぎ管部材５０の中心とを結ぶ角度αは、２０
°から７０°の範囲とすることが好ましい。２０゜未満では、ステーコイル７０の左右方
向の自由度が低く円滑な湾曲操作が困難になり、７０゜を超えると、ステーコイル７０の
左右方向の自由度が高くなりすぎて、不安定になる。
【００２４】
　以上のように構成された電子内視鏡１０は、把持操作部１２に設けた湾曲操作レバー１
６を操作して、湾曲操作レバー１６に接続された一対の湾曲ワイヤ６０のうち、一方の湾
曲ワイヤ６０Ａ（６０Ｂ）を引っ張り、他方の湾曲ワイヤ６０Ｂ（６０Ａ）を繰り出すこ
とにより、湾曲管３０をアップダウン方向に曲げることができる。
【００２５】
　図４に示すように、本実施の形態では、把持操作部１２側に引っ張られた湾曲ワイヤ６
０Ａを挿通するステーコイル７０Ａが部分拡径面８０に沿って拡径しているので、部分拡
径面８０の近傍（ステーコイル７０Ａへの湾曲ワイヤ６０Ａの挿通口近傍）において、湾
曲ワイヤ６０Ａに掛かる引張応力の大きさと角度、ひいては湾曲ワイヤ６０Ａに加わる負
荷を低減することができる。
　一方、把持操作部１２側から繰り出された湾曲ワイヤ６０Ｂを挿通するステーコイル７
０Ｂが部分拡径面９０から離れる方向に相対移動する（ステーコイル７０Ｂが部分拡径面
９０から浮き上がる）ので、部分拡径面９０の近傍（ステーコイル７０Ｂへの湾曲ワイヤ
６０Ｂの挿通口近傍）において、湾曲ワイヤ６０Ｂに掛かる曲げ応力の大きさと角度、ひ
いては湾曲ワイヤ６０Ｂに加わる負荷を低減することができる。
　以上の作用効果は、湾曲管３０が図４と逆の方向に曲げられた場合も同様にして得られ
る。このように、湾曲操作時において、ステーコイル７０（７０Ａ、７０Ｂ）が湾曲軸Ｘ
と直交する方向（図３中の上下方向）に移動可能となっているため、引張応力と曲げ応力
による負荷を原因として湾曲ワイヤ６０（６０Ａ、６０Ｂ）が断線するのを防止すること
ができる。
【００２６】
　また、ステーコイル７０（７０Ａ、７０Ｂ）は、部分拡径面８０、９０の最大拡径部８
１、９１の両側に形成された隣接拡径部８２、９２に沿って、湾曲軸Ｘ方向（図３中の左
右方向）にも移動可能となっているため、湾曲軸Ｘ方向（径方向）に湾曲ワイヤ６０（６
０Ａ、６０Ｂ）の位置がずれた場合であっても、湾曲ワイヤ６０（６０Ａ、６０Ｂ）に加
わる負荷を低減することができる。
【００２７】
　特に、湾曲ワイヤ６０が可撓管４０側から湾曲管３０側に向けて互いの距離が広がって
いると、湾曲時における湾曲ワイヤ６０への負荷が大きくなるが、本実施形態では、湾曲
ワイヤ６０の拡径部に沿ってステーコイル７０を拡径して、さらに、このステーコイル７
０の拡径部をつなぎ管部材５０の部分拡径面８０、９０に従わせているので、湾曲ワイヤ
６０に加わる負荷を効果的に低減することができる。
【００２８】
　以上の実施形態では、湾曲ワイヤ６０及びステーコイル７０が、可撓管４０から湾曲管
３０に向けて互いの距離を広げる場合を例示して説明したが、本発明は、湾曲ワイヤ及び
ステーコイルが、湾曲管、可撓管及びつなぎ管部材の内部において互いの距離を一定とし
ている場合にも適用可能である。
【００２９】
　以上の実施形態では、ステーコイル７０とつなぎ管部材５０をスポット溶着により接着
する場合を例示して説明したが、本発明はこれに限定されない。例えば、ステーコイルと
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つなぎ管部材の接着は、レーザ溶接、ロウ付け又は接着剤などの方法により行なうことも
できる。
【００３０】
　また、以上の実施形態では、本発明を電子内視鏡１０に適用した場合について説明した
が、本発明は、撮像素子の替わりに光ファイバーを用いたファイバースコープにも適用で
きる。
【符号の説明】
【００３１】
１０　電子内視鏡
１１　挿入部
１２　把持操作部
１３　連結部
１４　ユニバーサルチューブ
１５　コネクタ部
１６　湾曲操作レバー
２０　先端硬性部
３０　湾曲管
３１　筒状湾曲セグメント
３１Ａ　３１Ｂ　一対の枢着舌片
３１Ｃ　半田付け穴
３２　金属網チューブ
３３　被覆ゴム管
３４　糸巻部
３５　ワイヤ止め
４０　可撓管
４１　網状管
４２　被覆ゴム管
４３　口金
４３Ａ　半田付け穴
４３Ｂ　断面円形部
４４　糸巻部
５０　つなぎ管部材
５１　先端側の外周面
５２　後端側の内周面
５３　半田付け穴
５４　内方フランジ部
５５　先端側の内周面
５６　スポット溶着部
６０（６０Ａ、６０Ｂ）　一対の湾曲ワイヤ
７０（７０Ａ、７０Ｂ）　一対のステーコイル
８０　９０　部分拡径面
８１　９１　最大拡径部
８２　９２　隣接拡径部
Ｒ　リベット
Ｘ　湾曲軸
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